
各種財政指標等の推移【平成28年度決算状況】
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目標19億円
以上

目標90%未満

○○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国の経済対策

×

健全財政確保のための目標

目標１ 地方債発行額については、各年度の元金償還額以下とする。

目標２ 基金残高（財政調整基金・減債基金）は、19億円以上とする。

目標３ 経常収支比率は90％未満とする。
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325.6

大型建設事業の減少等により目標達成

＜H28決算の特徴点＞

◇経常収支比率について、歳出は減となっているが、歳入が地方交付税の減等により、大幅

に減となっているため対前年比1.3ポイント増となった。

＜性質別の主な増加項目（H18年度対比）＞
◇扶助費34.4億円（139.3％増） 生活保護費等の増、新規保育所開設による保育所運営費
等の増
◇物件費6.3億円（46.2％増） 中部学校給食センター、総合健康センター等新施設開設に
伴う施設管理費の増

目標残高をキープ

地方交付税の減など経常一般財源の減により増

自由に使えるお金は１割！

経常収支比率

財調・減債基金残高

プライマリーバランス

早期健全化基準（イエロー） 350％

一般会計が将来負担すべき実質的な負債
（組合・企業会計等含む）の標準財政規模
に対する比率
（例：家族全員の借金総額が１年間の給与
収入に占める割合）

将来負担は昨年度に比べ増加
将来負担比率

財政再生基準（レッド） 35%

早期健全化基準（イエロー） 25％

一般会計が負担する借入金返済額（組合・企業会
計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の１年間の借金返済額が給与収入に
占める割合）

ローンの割合が減少
実質公債費比率（3カ年平均）

国の経済対策
９億円

H25経済対策→借入→残高増
地方債残高(普通会計）

財政力を示す指数。この指数が大きいほど財政的に余裕があるとされ、
「1」を超えると普通交付税は交付されない。

ここ数年は０．８６前後で横ばい
財政力指数（単年度）
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323.3

○

23.0

中東遠総合医療セン
ター開院等に伴う減

旧袋井市民病院清算に
伴う増（約15億円）

・中東遠総合医療センター建設改良費の
償還が本格化したことによる増
・中部学校給食センターの本格稼働に伴う
増

×

343.4
326.0

○

×

袋井市総合体育館整備
及び運営事業の債務負

担行為設定に伴う増


